様式第1号-別紙1
申請団体概要書
1 団体概要（申請時現在で記載ください）
	区分
	□任意団体・グループ　　□NPO法人　　□社会福祉法人　　□その他（　　　　　　　　）

	団体名
	
	代表者
役職名・氏名
	

	団体住所
	〒
佐賀県

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Eメール
アドレス
	
	ホームページ
	□　有　□　無

	団体設立
年月日
	· 令和
· 平成
· 昭和
	
	年
	
	月
	
	日
	
	活動年数
(1年以上が対象)
	
	年

	団体の主な
活動目的
	

	職員・
スタッフ数
	
	名
	会員数
	
	名
	暴力団との関係性
	別添「確認書」の内容を確認し、関係のないことを誓約します
	□



②団体の主な事業
	事業名
	
	内容
	

	□　自主事業　　□　補助・助成事業　　□　委託事業　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業名
	
	内容
	

	□　自主事業　　□　補助・助成事業　　□　委託事業　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業名
	
	内容
	

	□　自主事業　　□　補助・助成事業　　□　委託事業　　□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）



③直近の決算時の団体全体の収入・支出決算額等
	収入合計
	
	円
	うち補助金・
助成金の額
	
	円
	
	支出合計
	
	円



④過去3年間の事業に関する補助金・助成金の実績（無い場合は記載不要）
	[bookmark: _Hlk35257277]令和
	
	年度
	助成金名
	
	金額
	
	円

	令和
	
	年度
	助成金名
	
	金額
	
	円

	令和
	
	年度
	助成金名
	
	金額
	
	円



⑤消費税の適用に関する事項（いずれかに✔を）
	（1）消費税納税義務団体に該当しますか？
	· 該当する　　  □ 該当しない（→(2)・(3)の記載は不要です）

	（2）消費税額を助成対象経費に含めて
申請されますか？
	□含めて申請する　□含めず申請する（→(3)の記載は不要です）

	（3）消費税額を含めて申請する理由を
教えてください
	□簡易課税事業者である　□消費税法別表第3に掲げる法人である
□上記以外で、消費税仕入控除税額の報告及び返還を選択する



⑥貴団体における今回の申請担当者（※本会からの問い合わせ等にご対応いただく方）
	申請担当者
	
	役職または役割
	

	電話番号
	※昼間連絡が取れる電話番号（携帯電話可）
□　同上　・　□　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　）

	Eメール
アドレス
	· 同上
· （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※申請書提出時には、①団体の定款または規約、②直近の決算書を併せてご提出ください。
※申請後、内容によっては、面接による聞き取りを行う場合があります。




確　認　書


　私（団体代表者）は、下記の事項について誓約します。
　なお、貴法人が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
　また、照会で確認された情報は、今後、私が貴法人と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。


記

１　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

２　１の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体　
　　又は個人ではありません。
